
 

  

平成２９年度  決 算 報 告 

 

 第４次飯豊町総合計画の後期２年目となった平成２９年度は、「飯豊町まち・ひと・

しごと創生総合戦略」に掲げた各プロジェクトの実現に向けて、人口減少や少子化に

総合的に対応するための新しい部署を設置し、若者の定住や移住、少子化対策への事

業を展開するほか、雇用拡大、賑わい創出のため、「自然・文化と最先端科学技術が融

合するまちづくり」事業を継続して取り組み、雇用の創出や定住対策、地方移住の促

進を図るための事業を重要施策として位置づけ、重点的に財源を配分し執行しまし

た。 

 

 一般会計の決算状況は、歳入総額は６７億６千１０万円、歳出総額は６４億２千  

７１２万６千円となりました。また、特別会計を合わせた全会計の歳入総額は    

１００億１千９４万１千円、歳出合計は９６億２３８万２千円となりました。 

 一般会計の歳入歳出差引額は３億３千２９７万４千円で、翌年度に繰り越すべき財

源８千６９７万５千円を控除した実質収支は２億４千５９９万９千円、実質収支比率

は ６．７％となりました。 

 財政指標の経常収支比率は８５．６％となり、前年度と比較して５．２ポイント悪

化しています。その内容は、物件費が０．６ポイント、公債費が１．３ポイント減少

したものの、人件費が０．４ポイント、維持補修費が５．１ポイント、補助費等が   

１．３ポイント増加したことなどによるものです。 

また、健全化判断比率のうち、実質赤字比率及び連結実質赤字比率はいずれも黒字

であることから比率はなく、実質公債費比率は６．８％、将来負担比率は４７．３％

となる見込みであります。実質公債費比率は、公債費が減少したことなどから前年度

比で ０．４ポイント減少する見込みであり、将来負担比率は、地方債償還額等に対

する充当可能特定歳入の増加などにより前年度比で０．５ポイント減少する見込みで

あります。 

 町債残高は、前年度比で１億１１５万円増加し７９億８千６５万１千円となり、  

積立金残高は、前年度比で９千１２７万９千円減少し２４億９千５４２万４千円とな

りました。 

 特別会計により執行してきました各事業の決算については、別表「平成２９年度  

各会計歳入歳出決算総括表」のとおりです。 
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 （平成２９年度 施策概要及び成果） 

 

平成２９年度の主要な施策概要について、ご説明します。成果の詳細については、

各所管課の予算執行報告書をご参照ください。 

 

町税については、法人住民税の増収により、前年度比で３千６９０万９千円増加し、

６億７千４１５万７千円となりました。収納率は現年度分で９８．７％、滞納繰越分

で３０．３％、町税全体では９５．４％となり、前年度と比較し現年度分収納率が   

０．２ポイントの減少、滞納繰越分では１５．９ポイントの増加、全体では０．７ポ

イントの増加となりました。収納対策では、新たな滞納者を作らない方針を継続し、

口座振替の推進やコンビニ納付利用への情報発信、個人住民税の特別徴収事業者の対

象拡大に取り組みました。 

「国難」というべき人口減少・少子高齢化問題の一因である未婚化・晩婚化対策の

ため、担い手不足や次世代育成に課題を持つ町内関係団体と共に婚活支援に取り組む

ための組織「いいで未来サポート隊」を立ち上げました。「親のための婚活講演会」や

未婚者が在りたい未来像を考え、行動に移す意識を醸成する「婚活自分力ＵＰプログ

ラム」に取り組んだほか、Ｕ・Ｉターン者並びに新規就農者の住宅取得奨励などを行

う「ふるさと定住いいですね条例」による支援や移住相談など移住定住施策の充実な

どに努めました。 

移住施策は一朝一夕に効果が出ないことから、飯豊での暮らしや人との触れ合いの

中から関係人口に繋げ、第二の故郷づくりを目指す「帰郷希望女子応援プロジェクト」

を、にぎわい再現プロジェクト委員会と共に実施しました。また、年々増加する空き

家対策として「空き家無料相談会」を開催し、老朽危険空き家の解体に向けた支援、

空き家の利活用推進を図り、空き家バンクへの登録を促しながら、問題解決に取り組

みました。 

人口の現状と将来の展望を提示する「飯豊町人口ビジョン」や長期的な節目にしっ

かりと視座を据えて、次の時代の方向を定めた「飯豊町まち・ひと・しごと創生総合

戦略」を推進するとともに、地域が自ら考え、自ら実践する地域づくりを支援するた

め、地域づくり推進事業のほかに地域づくり推進事業＋（プラス）を実施しています。

あわせて、９地区で開催された地域づくり座談会に参加して地域の声を聞き、意見交

換を行いました。 

情報伝達の格差是正及びラジオの難聴区域解消のために、岩倉地内にコミュニティ 
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ＦＭラジオ放送中津川中継局の整備を行うとともに、緊急情報放送のための緊急告知

システムの整備を行いました。 

本町を会場に「日本で最も美しい村」連合の総会・フェスティバルを６月に開催し、

全国の加盟町村から多くの方をお迎えして、飯豊町のこれまでのまちづくりや町民の

みなさまの活躍する姿を紹介しました。総会・フェスティバルでは、同様の環境にあ

る全国の町村と情報交換や意見交換を重ね、よりよいまちづくりを目指すべく、決意

を新たにしました。 

町民が主役となる音楽からのまちづくりのさらなる推進と、質の高い芸術文化に触

れる機会の提供を図るため、「プレ・ド・フェット・ド・ラ・ミュージック２０１７～

夏至の音楽祭～」や「めざみの里音楽祭」、「芸能発表会」、「めざみの里カンタート」

を開催しました。「めざみの里カンタート」では町内外から約１４０名の方に参加いた

だき、コーラスをとおして交流を深めました。 

飯豊町民の歌「いつも心に」は、各小中学校の行事において、各学校に響きわたる

とともに、「めざみの里まつり」では、全員合唱を行うことにより、町民の心を一つに

しました。  

２５回の節目を迎えた「めざみの里まつり」では、多くの団体から１千１００人を

超える参加者による輪踊りを中心に、ちびっこ獅子やファミリーコンサートのほか、

生のプロレスイベントを開催し、にぎわいのある事業を実施しました。 

公共交通対策では、デマンド型乗合タクシー「ほほえみカー」の利用者数が１万  

２千１８０人（一日平均５１．０人）となり、前年度と比較し７５９人減少しました。 

 交通安全対策では、本町での交通事故発生件数は前年度比で６件減少しました。引

き続き交通モラルの向上を図るため、交通安全啓発事業の効果的な取り組みを継続し

ます。 

空き家対策では、自ら空き家の解体を行う者に対し、老朽危険空き家解体支援事業

補助金の交付を行いました。 

 防犯対策については、安全で安心なまちづくりのため、町内すべての防犯灯を町で

一括管理するとともに、道路照明灯のＬＥＤ化工事を実施しました。 

 福祉関係では、高齢者福祉、障がい者福祉の増進に努め、高齢者生活支援にかかる

仕組みづくりを推進するため、中津川地区を対象に「福祉型小さな拠点づくり事業」

を実施し、中津川地区公民館を主体として、住民による話し合いを行い、集落単位で

の見守りや除雪支援の仕組みづくりを行いました。また、消費税引き上げに伴う負担

を緩和するため「臨時福祉給付金」を１千１９２名に支給しました。併せて、高齢者
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世帯、ひとり親世帯、障がい者世帯の３６２世帯を対象に灯油購入費助成を行いまし

た。 

社会福祉法人等に対する助成については、福祉の里めざみ施設改修工事に対し、    

４千３５０万円の補助を行いました。 

保健事業では、健康・元気いいで町ポイント事業について、対象年齢及び対象期間

を拡大し、また５０ポイント達成後も引き続き２回目以降の取り組みを可能とするこ

とで、町民の健康への関心を高めるとともに、健康寿命の延伸を図るため、さらなる

健康づくりの推進に努めました。 

検診事業では、引き続き特定健診の受診勧奨に力を入れました。受診者数は７２６

名で、前年度比１．９％の伸びとなりました。さらに「若者健康診査」として、国保

加入者だけでなく２０～３９歳で職場での健診が無い方も町の健康診査の対象とする

ことにより、受診機会の拡充を図りました。また、健康診査の検査項目についても、「空

腹時血糖」を追加し、より精度の高い診査が可能となりました。また、各予防接種の

適時・効果的な接種を推進し、疾病の予防に努めました。 

不妊治療費助成事業については、不妊治療をしている夫婦の経済的な負担軽減を図

るため、継続して取り組みました。 

子育て支援として、認定こども園及び保育園における産休明け保育の実施、すべて

の幼児施設での延長保育に引き続き取り組み、乳幼児合わせて２５５名の保育を行い

ました。また、２か所の学童クラブで５７名の学童保育を行いました。そのほか、施

設間交流での幼保交流、幼児施設と各小学校との連携事業、幼児施設の畑で採れた野

菜や地場産野菜を活用した食育の推進など各種事業に取り組みました。 

自由来館型児童館である「こどもみらい館」は、年間利用者６千９３１名を数え、

地域の子育て支援拠点施設として、その機能を発揮しています。 

また、本町独自の子育て世帯への支援策として、保育料の更なる軽減を図るなど、

子育て家庭の経済的負担の軽減について、より充実させました。 

 環境衛生関係では、緑豊かで美しい自然環境を守るため不法投棄防止活動の強化を

図り、ゴミの分別・減量化に向けたリサイクル活動の推進、ゴミ減量容器購入等への

補助を継続して実施しました。また、パソコン、携帯電話、デジタルカメラ等の小型

家電に利用されている有用な金属回収の再資源化及び鉛などの有害物質の適切な処理

を推進するために、無料回収事業を実施しました。なお、ゴミの処分量は、生活系ゴ

ミは１千８０トンと前年度より約４６トン増加し、事業系ゴミは６２７トンと前年度

より約１０３トンの減少となりました。 
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水田農業振興については、「水田フル活用ビジョン」に基づき、産地づくりに向け

た取り組みや特別栽培米作付けに対し助成を行いました。また、経営所得安定対策等

推進事業、生産振興助成事業を実施しました。 

園芸作物関係では、アスパラガスの生産振興を図るため、アスパラガス産地拡大推

進事業を実施し、アスパラガスの産地化を目指しました。 

畜産関係では、安定的に黒毛和種繁殖雌牛を増頭し「飯豊生まれ 飯豊育ち」の子

牛増頭と品質向上を図るため、飯豊町優良繁殖用素牛導入事業を実施しました。また、

畜産経営競争力強化支援事業を実施し、生産性の向上のための施設整備や機械導入を

支援し畜産振興を図りました。 

飯豊の農の未来を切り拓く「飯豊・農の未来事業」に取り組み、３年目を迎えまし

た。稲作から他土地利用型作物への転換を図る飯豊型水田利活用では、平成２８年秋

に播種した小麦を収穫、飼料用作物の子実トウモロコシの実証栽培に取り組みました。

また、山形大学と農研機構、農業者、行政関係者が連携して新種の稲わらＷＣＳ栽培

に向けて協議を進めるなど、稲作に加える土地利用型作物の水田活用の有効性を探っ

ております。 

人財確保育成では、第２期「飯豊・農の未来塾」を開塾しました。講義内容は塾生

が自ら学びたい研修内容とし、自主的に取り組むことにより学びを深めました。塾で

学んだことを生かして地域の農業者リーダーとして、今後の活躍が期待されます。 

６次産業化推進では、農林水産物の生産者、加工者及び販売者と連携し、地域産業

の活性化を図るため「飯豊町６次産業化ネットワーク協議会」を設立しました。また、

町内産の農産物を加工した商品やレストランメニューなどを情報発信し、消費者や飲

食店とマッチングした「いいで フードフェスタ」を開催し、６次産業化と地産地消

の推進を図りました。 

そのほか、飯豊ながめやま牧場で生産される「放牧酪農牛乳」を使用して、商品化

した「ＩＩＤＥ(いいで) 山(やま) Ｏｈ(おー)！」のアイスクリームとミルクコン

フィチュールに続き、平成２９年４月末にソフトクリームを販売開始しました。今後

も新商品の開発等に取り組んでまいります。 

農地管理・農業委員会関係では、農業機械や農業用施設の各種補助事業について積

極的に取組み、認定農業者や新規就農者を中心に１４名が採択され、１千８８８万  

４千円の補助を受けました。 

町内の大字単位を基本とした８地区の「飯豊町人・農地プラン」を７月と３月に農

業委員、農地利用最適化推進委員、地域の生産組合長の協力を得ながら見直しを行い
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ました。このプランをもとに、農地中間管理機構を通じた農地の賃貸借が行われ、地

域の担い手への農地の集積の加速化と地域の担い手への集積率の向上が図られ、認定

農業者等の担い手への農地の集積の増加が期待できます。 

新規就農者の育成確保については、県外で開催される就農希望者の相談会に積極的

に参加することで就農相談から短期研修や長期研修へと結びついております。 

耕作放棄地の状況については、農業経営者の高齢化と後継者の農業離れの影響によ

り山間地を中心に耕作放棄地が多くなりつつあることから、農地パトロールの実施と

耕作放棄地再生事業を活用した荒廃農地の再生を行い、農地の有効利用に努めました。 

また、「農委広報いいで」を年２回発行し、農業に意欲的に取り組む方の紹介や、イ

ベント、農業に関する情報などを掲載し情報提供や各旧村単位で農地相談会を開催し、

農地の賃貸借や売買、転用等について相談に努めました。 

農業農村整備では、融雪や梅雨前線豪雨等により農道や用排水路等の農業用施設に

被害を受けたため、受益者や土地改良区等と連携を図りながら復旧に努めました。ま

た豪雨時の対策として、町内の主要な排水路の整備に取り組むとともに、萩生地区た

め池等整備事業や添川・椿地区農村災害対策整備事業等の排水対策を県営事業として

実施しました。 

農業生産基盤整備では、山王原地区農地整備事業により、送水管路・配水管路等の

施設整備を行いました。また、平成２８年度に事業採択を受けた手ノ子地区農地整備

事業の第一工区の整備を行いました。さらに小白川上郷地区において、農作物の安定

生産の促進に向け、継続して換地等調整業務を実施しました。 

また、農村の多面的機能の維持・発揮を図るため、町内３９組織で農業施設の維持

管理、地域環境の保全、施設の長寿命化などの活動に取り組みました。 

森林整備では、継続して町営分収造林事業の計画的施業を図るとともに、利用間伐

を実施するなど林業基盤の整備に努めました。また、林道飯豊桧枝岐線・一の木線は、

継続して法面整備工事や落石防護柵工事等を行いました。 

みどり環境税交付金事業では、里山景観の保全と野生動物との緩衝帯を構築すべく、

ため池の転落防止柵設置や花木の植栽等に創意工夫を持って取り組みました。また、

めざみの里まつりや秋の収穫祭において、木材が生活の中で身近な材料であることを

肌で感じて木の良さを理解し、親子の絆を深めることなどを目的に、「親子木工教室」

や「子ども上棟式」を開催しました。 

森林病害虫等防除事業では、守るべき森林区域を設定し、松くい虫被害木の伐倒駆

除を実施しました。しかし、松くい虫被害は急速に拡大しており、なかなか対策が追
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いつかない状況であり、広域的な課題となっています。 

森林資源の利活用については、木材製品利用住宅建築奨励助成事業と県認証材利用

助成事業に取り組み、新築住宅に対し助成を行いました。 

有害鳥獣被害対策については、特にクマの出没が相次ぎ、檻の設置や見回り広報活

動などのほか鳥獣被害対策実施隊とともに現場の対応を行いました。あわせて、サル

やイノシシによる被害も増えてきており、町猟友会に駆除や追い払い等の業務を担っ

ていただいているところです。しかし、町猟友会の構成員の減少や高齢化の進行によ

り、人材不足が危惧されるため、狩猟免許や猟銃の所持許可の取得や更新に対する新

たな助成制度により、人材の確保に努めました。 

商工振興関係では、既存企業の設備投資による雇用促進を支援するため、５つの企

業に対して５千８５８万８千円を補助するとともに、創業支援補助として１法人４個

人に対して５４６万円を交付するなど、総額６千５７４万８千円の中小企業振興事業

費補助金を交付しました。また、中小企業緊急金融対策制度、商工業振興資金制度や

生活安定資金制度を実施するとともに、商店経営支援事業で町商工会が実施した「ほ

ほえみカー利用券発行事業」、「商工会宅配事業」の支援や地域経済の活性化と町民の

生活支援を図るため、町商工会と連携し総額７千２００万円の「２０％プレミアム付

商品券」の発行を支援しました。 

新産業集積事業については、地方創生拠点整備交付金及び企業版ふるさと納税（地

方創生応援制度）を活用して飯豊町起業支援施設解析研究棟を整備し、山形大学ｘＥ

Ｖ飯豊研究センターの機能増強を行いました。また、地方創生推進交付金「屋台村が

促進する産業創出と町おこし事業」の２年目として、食を通じた地域の賑わいづくり

のために、飯豊町屋台村の整備のほか、交流促進、若者滞在誘発及び町内企業育成に

向けたソフト事業を実施しました。 

東京都杉並区「高円寺純情コミュニティーカフェ＆ショップＩＩＤＥ」は、オープ

ンから４年目となり、町商品の展示・販売と町の情報発信、町民が直接店頭で販売を

行う「チャレンジ販売」を引き続き行うとともに、首都圏消費者との交流事業を行い

ました。年間来店者数は、前年度比で２，０７５人増加の１万２千１７５人となり、

チャレンジ販売は２６日間で延べ３２団体、７７人のチャレンジがありました。また、

平成２８年度に続き、高円寺の銭湯と共同して、酒粕風呂のイベントを開催するなど

飯豊町産品の販路拡大に努めてまいりました。 

観光振興関係では、東北観光復興対策交付金を活用し、町観光協会と連携した台湾

インバウンド受入事業「どんでん平スノーパーク」の環境整備支援を行い、過去最高
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となる約３千人の誘客実績を得ることができました。また、新たな観光資源開発とし

て、中津川地域を中心に分布するジオサイトの調査・分析を専門家に依頼し、その成

果をガイドブックにまとめ町内観光施設等に設置しました。 

 観光に加えて農林業の振興を目的とした第三セクターについては、施設老朽化に伴

う修繕や設備更新に積極的に取り組んだほか、高齢化やインバウンド誘客に対応した

トイレの洋式化・高機能化に向けた第一弾として、農家レストラン「エルベ」におけ

る改修に着手しました。また、アドバイザーを招聘し、町内飲食業者も含めた顧客サ

ービス向上のための講習会を開催したほか、各施設の営業状況に関する課題の洗い出

しを実施しました。 

 飯豊町の自然や風景、風土、文化、食などの多様な資源をもとに交流を深める、い

いで“Ｆｕｎ”Ｃｌｕｂ事業やどぶろく新酒発表会、観光協会と連携した冬期間のス

ノーモービル体験や田舎暮らしを体験できる台湾インバウンド受入事業の支援など、

誘客活動に積極的に取り組みました。また、大学生の地域イベントへの協力ツアーや

企業研修の受入れ、子ども農山漁村交モデル事業により高円寺商店街と連携し杉並区

小学生との交流など、積極的に受入れを行い、交流を深めました。 

土木事業については、国土交通省所管事業である手ノ子地内における国道１１３号

飯豊歩道整備事業の計画延伸区間の用地測量及び調査設計が進められるなど、事業の

推進が図られました。また、県所管の道路事業では、主要地方道米沢飯豊線雪崩対策

事業において、スノーシェッド工事が完了したほか、同じく、県所管河川事業で、萩

生川河川改修事業が継続して実施されました。 

町道整備事業では、社会資本整備総合交付金事業を活用し、町道椿停車場線歩道改

良事業や町道須郷小屋線法面補修事業が完了したほか、舗装補修、長寿命化を図るた

めの橋梁補修などの維持工事に取り組みました。また、町単独事業としては、町道町

上団地線道路改良事業が完了し、道路維持修繕業務に取り組み交通安全確保に努めた

ほか、意欲と活力ある道普請支援事業が７地区で取り組まれ、地域の方々による道路

等の補修が行われました。 

除雪事業関係では、継続して地域支え合い除雪事業を進めるほか、消雪設備の改修

工事等を行いながら冬期の交通安全、生活の安心確保に努めました。 

住宅関係では、町営住宅３団地と定住促進住宅について適正な維持管理に努めまし

た。また、住宅リフォーム支援事業費補助制度について広く情報発信を行った結果、

５３件の申請があり、１億１千７７６万円を超える経済波及効果がありました。 

災害復旧関係では、大雨により発生した道路災害復旧工事を行いました。 
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消防関係では、国委託事業により、女性や若者をはじめとした消防団加入促進事業

を行い、消防団加入促進のためのＤＶＤを作成するとともに、耐震性貯水槽を２カ所

設置し消防水利の確保に努めました。 

防災関係では、羽越水害から５０年の年にあたり、巡回パネル展や災害に対する研

修会、資機材の整備を行うとともに、旧中津川小中学校を主会場に町総合防災訓練を

行いました。平成３０年１月下旬の暴風雪と大雪に伴い、同月２９日に豪雪対策本部

を設置し、緊急的に豪雪対策地域支え合い支援事業を実施しました。 

学校教育関係では、「自信あふれるいいでの子ども安心・元気な信頼される学校」を

教育指針として、「確かな学力」、「豊かな心」、「健やかな体」づくりを重点項目に掲げ、

教育環境の向上に努めました。また、各校に学校支援員を配置し、子ども達の自立し

た活動を促しました。併せて、「Ｑ－Ｕテスト（楽しい学校生活を送るためのアンケー

ト）」を全校で実施し、子ども達の学校生活意欲や学級満足度を調査、分析を行いなが

ら、不登校やいじめの防止、あたたかな人間関係づくりに努めました。 

また、中学生を対象として、町の将来を担う人材育成を目指し、学習習慣の定着と

学校の補充的・発展的な学習機会を提供することを目的とした町営学習教室「いいで

希望塾」を開講し、各学年２０回実施しました。さらに、小学校６年生を対象に体験

授業を春休み期間中に開催し、中学校入学に向けた準備を行いました。 

学習指導要領の改訂により、平成３２年度から小学校では外国語が教科化となるこ

とから、外国語指導助手を２名に増員し、授業時数の増加などへ対応できる体制を整

備しました。 

学校教育施設等の整備では、全ての学校の教員が使用する校務用パソコンを更新し

たほか、教育備品の購入や学校施設の修繕事業に取り組みました。 

給食関係では、学校給食共同調理場の調理等業務の民間委託３年目にあたり、これ

までと同様に衛生管理や危機管理を徹底し、安全で安心な美味しい学校給食の提供に

努めるとともに、飯豊町食育推進計画に沿った健康づくりや地産地消の推進、食文化

の継承等に取り組みました。 

第一小学校改築事業では、旧体育館の解体工事のほか、グラウンドや駐車場整備な

どの外構工事を行い環境整備を実施しました。 

生涯学習では、心豊かで品位のある人間性、創造力に富みふるさとに誇りを持てる

いいで人を育てるため、学習機会の充実や学習情報の提供を推進し、多様な生涯学習

の展開を図りました。各地区公民館では、地域の資源や特色を生かした創意工夫によ

る生涯学習活動を推進してきました。 
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文化財の保護・活用事業については、埋蔵文化財と飯豊町歴史文化基本構想策定事

業を中心に取り組みました。 

埋蔵文化財としては「上屋地Ｂ遺跡」における保護目的の発掘調査、「手ノ子西舘」

と「天養寺館跡」では分布調査を実施しました。この３遺跡については、その成果を

まとめた報告書を刊行しました。「裏山Ⅰ遺跡」については、緊急発掘調査を実施しま

した。 

飯豊町歴史文化基本構想策定事業としては、町内における各種文化財の調査を行い、

歴史文化基本構想に必要な情報の収集に努めました。各調査は悉皆調査を基本として

います。その文化財の特徴によって拓本、赤外線、炭素年代測定、３Ｄスキャンによ

る調査など、手法を選択して調査を実施しました。 

萩生城址については、平成２８年度までに実施した発掘調査の成果を受けて、平成

２９年度は整備計画を策定するための調査研究事業に着手しました。 

 普及啓発事業としては、町民総合センターあ～す館内でのパネル展示による文化財

展示、町内外各所で飯豊の歴史文化についての講話活動、小学校が実施する町巡りで

天養寺観音堂などの説明協力、中部地区公民館事業に協力した子ども達の遺跡発掘体

験学習事業を実施したほか、発掘調査の現地説明会を開催しました。 

生涯スポーツでは、町体育協会やいいでスポーツクラブキララと連携し、町総合体

育大会を始めとしたスポーツ活動を推進するとともに、第３５回全国白川ダム湖畔マ

ラソン大会を実施し、スポーツを通し明るく豊かで活力に満ちた町づくりを進めまし

た。 

 

 

 以上、部門毎の施策概要の説明といたします。 

町民各位のご協力とご理解を得て積極的に事業に取り組み、このような成果を得ま

したことに深く感謝申し上げます。 

 

   平成３０年９月 

 

                     飯豊町長  後 藤 幸 平 
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（単位：円、％）

　歳 入 決 算 額　 　歳 出 決 算 額　 繰越 事業費

　金    額　 収入率 　金    額　 執行率 繰 越 財 源

一 般 会 計 7,514,073,000 6,760,099,898 90.0 6,427,126,067 85.5 86,975,000 245,998,831

物 品 調 達 特 別 会 計 18,088,000 17,251,305 95.4 17,251,305 95.4

　普 通 会 計   計　 7,532,161,000 6,777,351,203 90.0 6,444,377,372 85.6 86,975,000 245,998,831

国民健康保険特別会計

(事業勘定)

国民健康保険特別会計

（直営診療施設勘定）

介 護 保 険 特 別 会 計 1,091,900,000 1,085,374,678 99.4 1,037,417,048 95.0 47,957,630

　事 業 会 計   計　 2,181,433,000 2,134,952,906 97.9 2,063,547,042 94.6 71,405,864

萩生財産区特別会計 505,000 503,108 99.6 460,962 91.3 42,146

豊原財産区特別会計 180,000 151,201 84.0 151,056 83.9 145

添川財産区特別会計 2,851,000 2,861,814 100.4 1,774,702 62.2 1,087,112

豊川財産区特別会計 226,000 480,102 212.4 92,680 41.0 387,422

中津川財産区特別会計 7,678,000 7,750,978 101.0 7,634,444 99.4 116,534

　財産区会計  計　 11,440,000 11,747,203 102.7 10,113,844 88.4 1,633,359

下水道事業特別会計 799,897,000 765,149,760 95.7 763,149,458 95.4 1,668,000 332,302

訪 問 看 護 特 別 会 計 17,325,000 16,854,908 97.3 16,835,588 97.2 19,320

介 護 老 人 保 健 施 設
特 別 会 計

309,636,000 304,884,899 98.5 304,358,549 98.3 526,350

　準公営企業会計  計　 1,126,858,000 1,086,889,567 96.5 1,084,343,595 96.2 1,668,000 877,972

　合        計　 10,851,892,000 10,010,940,879 92.3 9,602,381,853 88.5 88,643,000 319,916,026

平成29年度　各会計歳入歳出決算総括表

　区      分　 予 算 現 額 差 引 残 額

893,655,000 859,453,314 96.2 836,967,938 93.7 22,485,376

111,122,000 105,700,808 95.1 105,189,352 94.7 511,456

451,402
後 期 高 齢 者 医 療
特 別 会 計

84,756,000 84,424,106 99.6 83,972,704 99.1
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（１）収支状況

（単位：千円）

（２）歳入の状況

（単位：千円、％）

一般会計決算概要

歳入総額 歳出総額 形式収支 翌年度繰越財源 実質収支

28年度

6,760,100 6,427,126 332,974 86,975 245,999

7,662,197 7,222,678 439,519 174,295 265,224

単年度収支 積立金 繰上償還金 積立金取崩し額 実質単年度収支

29年度 △ 19,225 1,583 0 300,000 △ 317,642

28年度 △ 39,241 2,686 0 210,000 △ 246,555

29　　　年　　　度 28　　　年　　　度

決算額 構成比 増減率 うち経常一般財源 決算額 構成比 増減率

地 方 税 674,157 10.0 5.8 674,157 637,247 8.3 2.4

地 方 譲 与 税 73,483 1.1 △ 0.8 73,483 74,106 1.0

利 子 割 交 付 金 1,315 0.0 55.1 1,315 848

配 当 割 交 付 金 1,721 0.0 28.0 1,721

△ 1.1

0.0 △ 30.1

689

1,345 0.0 △ 38.8

地 方 消 費 税 交 付 金 124,322 1.8 3.8 124,322

株式等譲渡所得割交付金 1,754 0.0 154.6 1,754 0.0 △ 61.6

15,577

119,802 1.7 △ 12.1

地 方 特 例 交 付 金 3,164 0.0 3.7 3,164

自動車取得税交付金 20,916 0.3 34.3 20,916 0.2 17.0

3,059,353

3,052 0.0 16.8

うち普通交付税 2,669,960 39.5 △ 3.8 2,669,960

地 方 交 付 税 2,970,350 43.9 △ 2.9 2,669,960 39.9 △ 3.0

283,634

2,775,719 36.2 △ 2.7

小　　計 3,871,182 57.1 △ 1.0 3,570,792

うち特別交付税 300,390 4.4 5.9 3.7 △ 5.9

1,485

3,912,019 51.1 △ 2.4

分 担 金 負 担 金 12,628 0.2 △ 89.2

交通安全対策特別交付金 1,398 0.0 △ 5.9 1,398 0.0 △ 2.3

103,659

117,147 1.5 39.4

手 数 料 5,502 0.1 0.7 34

使 用 料 101,534 1.5 △ 2.0 5,946 1.4 △ 5.5

724,376

5,465 0.1 △ 7.8

県 支 出 金 470,951 7.0 △ 13.4

国 庫 支 出 金 603,771 8.9 △ 16.6 9.5 25.4

32,113

544,024 7.1 7.2

寄 附 金 244,641 3.6 51.6

財 産 収 入 19,940 0.3 △ 37.9 5,183 0.4 48.3

397,202

161,350 2.1 △ 5.7

繰 越 金 306,519 4.5 46.8

繰 入 金 423,632 6.3 6.7 5.2 87.1

110,819

208,738 2.7 16.0

地 方 債 605,900 9.0 △ 54.9

諸 収 入 92,502 1.5 △ 16.5 3,687 1.4 6.5

7,662,197

1,343,800 17.5 △ 5.3

歳 入 一 般 財 源 4,737,858 70.1 0.5

歳 入 合 計 6,760,100 100.0

61.5 0.0

100.0 3.5△ 11.8 3,587,040

29年度

4,715,081

平成29年度　決算の総括及び概要　- 12 -



（３）歳出の状況

（単位：千円、％）

内

訳

内

訳

80.4歳 出 合 計 6,427,126 100.0 △ 11.0 3,197,675 85.6 7,222,678 100.0 2.6

33,074 0.5 △ 26.0 (0.9)

(5.9)

災 害 復 旧 費 39,586 0.6 19.7 (25,500) (0.7)

うち単独 415,768 6.5 △ 46.2 (107,731) (2.9) 772,241 10.7 △ 33.9

1,398,653 19.4 83.5 (4.9)

(10.8)

うち補助 780,194 12.1 △ 44.2 (98,375) (2.6)

普通建設事業 1,195,962 18.6 △ 44.9 (206,106) (5.5) 2,170,894 30.1 12.5

54,409 0.8 4.4 (1.4)

(11.7)

う ち 人 件 費 28,210 0.4 △ 48.2 (28,210) (0.8)

投 資 的 経 費 1,235,548 19.2 △ 43.9 (231,606) (6.2) 2,203,968 30.5 11.6

繰 上 充 用 金

投 資 出 資 貸 付 金 15,000 0.2 0.0 15,000 0.2 0.0

95,640 1.3 △ 48.0

7.0

積 立 金 185,275 2.9 93.7

繰 出 金 766,508 11.9 4.4 268,873 7.2 733,890 10.2 4.5

331,134 4.6 3.0 7.3

17.0

うち一部組合負担金 342,770 5.3 3.5 319,071 8.5

補 助 費 等 1,099,694 17.1 2.3 682,067 18.3 1,074,934 14.9 △ 1.7

287,838 4.0 26.1 3.4

12.1

維 持 補 修 費 423,043 6.6 47.0 318,365 8.5

物 件 費 789,746 12.3 △ 5.1 429,922 11.5 832,031 11.5 2.9

1,979,377 27.4 △ 2.6 41.0

0.0

小　　計 1,912,312 29.8 △ 3.4 1,498,448 40.2

一 借 金 利 子 0.0

600,828 8.3 △ 11.3 15.6

15.6

元 利 償 還 金 546,501 8.5 △ 9.0 533,066 14.3

公 債 費 546,501 8.5 △ 9.0 533,066 14.3 600,828 8.3 △ 11.3

456,387 6.3 6.7 2.9扶 助 費 445,997 7.0 △ 2.3 111,695 3.0

12.8 △ 0.6 22.5

構成比 増減率
経常収支
比　　率

人 件 費 919,814 14.3 △ 0.3 853,687 22.9 922,162

歳    　　出 29　　　年　　　度 28　　　年　　　度

（性  質  別） 決算額 構成比 増減率 経常経費充当一財

経常収支
比　率 決算額

100.0 2.6歳 出 合 計 6,427,126 100.0 △ 11.0 1,195,962 7,222,678

繰 上 充 用 金

諸 支 出 金

600,828 8.3 △ 11.3

0.5 △ 26.0

公 債 費 546,501 8.5 △ 9.0

災 害 復 旧 費 39,586 0.6 19.7 33,074

1,740,499 24.1 40.7

3.2 17.3

教 育 費 657,314 10.2 △ 62.2 96,021

消 防 費 225,443 3.5 △ 4.3 18,115 235,488

728,965 10.1 40.4

4.2 △ 66.3

土 木 費 676,553 10.5 △ 7.2 245,796

商 工 費 519,771 8.1 72.7 354,705 300,944

1,144,528 15.8 22.4

0.2 △ 2.1

農 林 水 産 業 費 1,068,404 16.6 △ 6.7 372,170

労 働 費 16,178 0.2 △ 9.0 17,774

244,814 3.4 △ 0.9

17.3 4.0

衛 生 費 280,573 4.4 14.6 2,422

△ 14.1

民 生 費 1,295,757 20.2 3.9 2,105 1,246,720

総 務 費 1,025,609 16.0 20.4 104,628 851,627 11.8

増減率

議 会 費 75,437 1.2 △ 2.6 77,417 1.1 △ 2.4

歳　　　　出 29　　　年　　　度 28　　　年　　　度

（目　的　別） 決　算　額 構成比 増減率 うち普通建設事業 決　算　額 構成比
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（５）地方債現在高の状況

(単位：千円）

区　　　分

１．

２．

３．

（ア）単独災害復旧事業債

（イ）補助災害復旧事業債

４．

５．

６．

７.

８.

９.

10.

11.

12.

（６）各種財政指標等

（７）健全化判断比率

将 来 負 担 比 率 47.3 47.8 350.0

連 結 実 質 赤 字 比 率 － － 20.00 30.00

実 質 公 債 費 比 率 6.8 7.2 25.0 35.0

項　　　　　目 29年度 28年度 (参考)早期健全化基準 (参考)財政再生基準

実 質 赤 字 比 率 － － 15.00 20.00

標 準 財 政 規 模 3,666,210 3,727,693 実 質 収 支 比 率 6.7 7.1

財 政 力 指 数 （ 単 年 度 ） 0.203 0.191 経 常 収 支 比 率 85.6 80.4

財 政 力 指 数 （ ３ カ 年 平 均 ） 0.193 0.187
債 務 負 担 行 為 翌 年 度 以 降
の 支 出 予 定 額 348,172 149,630

基 準 財 政 需 要 額 3,355,332 3,432,963 （ う ち 財 政 調 整 基 金 現 在 高 ） 1,031,574 1,196,991

基 準 財 政 収 入 額 682,725 654,420 積 立 金 現 在 高 2,495,424 2,586,703

項　　　　　目 29年度 28年度 項　　　　　目 29年度 28年度

110,615

合　　　計 7,879,501 605,900 504,750 41,751 546,501 7,980,651

そ の 他 116,194 5,579 1,965 7,544

臨 時 財 政 対 策 債 2,508,872 146,800 174,228 18,772 193,000 2,481,444

臨 時 税 収 補 て ん 債 3,666 3,666 55 3,721

26,546

減 税 補 て ん 債 28,633 6,687 204 6,891 21,946

財 源 対 策 債 33,035 6,489 608 7,097

295,031

過 疎 対 策 事 業 債 4,333,011 326,300 162,848 11,250 174,098 4,496,463

辺 地 対 策 事 業 債 332,725 42,500 80,194 2,395 82,589

139,898

一 般 単 独 事 業 債 153,343 27,474 2,297 29,771 125,869

教育・福祉施設等整備事業債 162,311 22,413 2,724 25,137

17,866 1,350 38 1,388 16,516

21,485

5,786 817 22 839 4,969

災 害 復 旧 事 業 債 23,652 2,167 60 2,227

232,416

公 営 住 宅 建 設 事 業 債 34,037 5,099 501 5,600 28,938

公 共 事 業 債 150,022 90,300 7,906 920 8,826

28年度末 29年度 29 年 度 償 還 額 29年度末

現 在 高 発行額 元金 利子 計 現 在 高
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